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第一部 【企業情報】

 

第1 【企業の概況】

 

1 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第114期
第3四半期

連結累計期間

第115期
第3四半期

連結累計期間
第114期

会計期間
自 2019年 4月 1日
至 2019年12月31日

自 2020年 4月 1日
至 2020年12月31日

自 2019年 4月 1日
至 2020年 3月31日

売上高 (百万円) 1,566,659 1,498,723 2,080,352

経常利益 (百万円) 50,539 52,856 57,434

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 31,278 44,103 17,409

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 44,930 44,586 22,501

純資産額 (百万円) 584,592 586,031 556,506

総資産額 (百万円) 1,575,916 1,622,217 1,518,037

1株当たり四半期(当期)純利益 (円) 331.31 474.60 185.06

自己資本比率 (％) 36.0 35.0 35.5
 

 

回次
第114期
第3四半期

連結会計期間

第115期
第3四半期

連結会計期間

会計期間
自 2019年10月 1日
至 2019年12月31日

自 2020年10月 1日
至 2020年12月31日

1株当たり四半期純利益 (円) 130.33 226.27
 

(注) 1　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　2 「潜在株式調整後1株当たり四半期(当期)純利益」につきましては、潜在株式が存在しないため記載しており

        ません。

　　　3　当社は、役員報酬ＢＩＰ信託を導入しており、信託が保有する当社株式を、「1株当たり四半期(当期)純利

        益」 及び「1株当たり四半期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

        おります。

　　　4　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては

        記載しておりません。

 
2 【事業の内容】

当第3四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第2 【事業の状況】

 

1 【事業等のリスク】

当第3四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経

営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識して

いる主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。

また、重要事象等は存在しておりません。

 
2 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

当第3四半期連結累計期間の世界経済は、新型コロナウイルス感染症の影響からの段階的な経済活動の再開等によ

り持ち直しの動きを見せておりましたが、感染の再拡大と各国における制限措置の再開、消費意識の低下による個

人消費の低迷等の影響を受け、日本を含む世界各国における景気回復のペースは鈍く、依然として非常に厳しい経

営環境となりました。

このような経済情勢のなか、物流業界においては、日本を含む世界各国における新たな生活様式の拡大に伴うＥ

Ｃやデジタル関連商材の需要は引き続き拡大し、また５Ｇへの移行などによる半導体需要の急速な回復、自動車産

業の生産活動の持ち直しなど、一部商材においては特に堅調な荷動きとなり、米国、中国を中心とした国際貿易も

回復の兆しを見せております。しかし、依然として新型コロナウイルス感染症の影響は個人及び企業に色濃く残っ

ており、先行き不透明な状況のなか、個人消費や企業における設備投資も抑制され、日用品、一部の重化学工業

品、生産用機械等の設備関連貨物の荷動きは依然として鈍く、総じて低調な荷動きに推移いたしました。

一方で、コロナ禍においても日本国内ではサプライチェーンの見直しやＥＣ需要を背景に倉庫需要は旺盛であ

り、トラックドライバー不足も慢性化しております。また、国際輸送においては、夏場にかけて減便していたコン

テナ船が世界的な荷動きの急回復により復便したものの、本船スペース、空コンテナ不足により需給が逼迫いたし

ました。航空貨物においても、国際旅客便の運休が継続したことで慢性的なスペース不足が発生するなど、海上貨

物輸送と同様の状況となりました。

こうした経営環境のもと、当社グループの当第3四半期連結累計期間は、前年同四半期に比べ、航空輸出貨物の取

扱いが増加したこと等により、東アジア、南アジア・オセアニアの各セグメントは増収となりましたが、新型コロ

ナウイルス感染症拡大の影響を受けたこと等により、日本、米州、欧州、警備輸送、重量品建設、物流サポートの

各セグメントで減収となりました。セグメント利益につきましては、日本、東アジア、南アジア・オセアニア、警

備輸送の各セグメントは増益となりましたが、米州、欧州、重量品建設、物流サポートの各セグメントは減益とな

りました。

この結果、売上高は1兆4,987億円と前年同四半期に比べ679億円、4.3％の減収となりましたが、営業利益は490億

円と前年同四半期に比べ40億円、8.9％の増益、経常利益は528億円と前年同四半期に比べ23億円、4.6％の増益、親

会社株主に帰属する四半期純利益は441億円と前年同四半期に比べ128億円、41.0％の増益となりました。
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報告セグメントの業績概況は以下のとおりであります。

 
（売上高の明細）

 セグメントの名称

前第3四半期
連結累計期間

(自　2019年 4月 1日
　至　2019年12月31日)

（百万円）

当第3四半期
連結累計期間

(自　2020年 4月 1日
　至　2020年12月31日)

（百万円）

増　減
（百万円）

増減率(％)

ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス

日本 918,527 882,860 △35,667 △3.9

米州 69,743 56,035 △13,707 △19.7

欧州 88,306 82,241 △6,064 △6.9

東アジア 84,067 88,473 4,406 5.2

南アジア・
オセアニア

67,138 78,657 11,519 17.2

警備輸送 54,641 51,793 △2,847 △5.2

重量品建設 41,438 36,339 △5,098 △12.3

物流サポート 348,205 321,471 △26,733 △7.7

計 1,672,068 1,597,873 △74,195 △4.4

調整額 △105,409 △99,149 6,259 －

合計 1,566,659 1,498,723 △67,935 △4.3
 

 

（セグメント利益(営業利益)の明細）

 セグメントの名称

前第3四半期
連結累計期間

(自　2019年 4月 1日
　至　2019年12月31日)

（百万円）

当第3四半期
連結累計期間

(自　2020年 4月 1日
　至　2020年12月31日)

（百万円）

増　減
（百万円）

増減率(％)

ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス

日本 32,403 35,297 2,894 8.9

米州 2,665 △63 △2,729 －

欧州 1,645 1,490 △154 △9.4

東アジア 2,461 4,500 2,039 82.9

南アジア・
オセアニア

2,430 5,965 3,535 145.5

警備輸送 △1,513 △603 910 －

重量品建設 5,065 4,242 △822 △16.2

物流サポート 8,502 8,471 △30 △0.4

計 53,660 59,301 5,641 10.5

調整額 △8,615 △10,237 △1,621 －

合計 45,044 49,064 4,020 8.9
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Ａ　日本（ロジスティクス）

航空貨物の取扱数量が増加しましたが、自動車運送の取扱減少等により、売上高は8,828億円と前年同四半期に

比べ356億円、3.9％の減収となりました。営業利益は、航空貨物の取扱増加や燃油費単価の減少等により、352億

円と前年同四半期に比べ28億円、8.9％の増益となりました。

Ｂ　米州（ロジスティクス）

航空貨物の取扱数量減少等により、売上高は560億円と前年同四半期に比べ137億円、19.7％の減収となり、営

業損失は6千万円と前年同四半期に比べ27億円の減益となりました。

Ｃ　欧州（ロジスティクス）

倉庫配送及び自動車運送の取扱減少等により、売上高は822億円と前年同四半期に比べ60億円、6.9％の減収と

なり、営業利益は14億円と前年同四半期に比べ1億円、9.4％の減益となりました。

Ｄ　東アジア（ロジスティクス）

航空貨物のチャーター輸送増加等により、売上高は884億円と前年同四半期に比べ44億円、5.2％の増収とな

り、営業利益は45億円と前年同四半期に比べ20億円、82.9％の増益となりました。

Ｅ　南アジア・オセアニア（ロジスティクス）

航空貨物のチャーター輸送増加等により、売上高は786億円と前年同四半期に比べ115億円、17.2％の増収とな

り、営業利益は59億円と前年同四半期に比べ35億円、145.5％の増益となりました。

Ｆ　警備輸送

設定便、集配金業務の減少等により、売上高は517億円と前年同四半期に比べ28億円、5.2％の減収となり、営

業損失は6億円となりましたが、各種コスト削減等の効果により前年同四半期に比べ9億円の増益となりました。

Ｇ　重量品建設

国内における風力発電関係輸送の取扱が減少し、売上高は363億円と前年同四半期に比べ50億円、12.3％の減収

となり、営業利益は42億円と前年同四半期に比べ8億円、16.2％の減益となりました。

Ｈ　物流サポート

石油販売単価が低下したこと及び輸出梱包業務の取扱が減少したこと等により、売上高は3,214億円と前年同四

半期に比べ267億円、7.7％の減収となり、営業利益は84億円と前年同四半期並みとなりました。

 

②財政状態

当第3四半期連結会計期間末の総資産は1兆6,222億円となり、前連結会計年度末に比べ1,041億円、6.9％増となり

ました。

流動資産は7,313億円で前連結会計年度末に比べ589億円、8.8％増、固定資産は8,909億円で前連結会計年度末に

比べ451億円、5.3％増となりました。　

流動資産増加の主な要因は、現金及び預金の増加等によるものです。

固定資産増加の主な要因は、建物の増加等によるものです。

流動負債は4,879億円で前連結会計年度末に比べ227億円、4.9％増、固定負債は5,482億円で前連結会計年度末に

比べ518億円、10.5％増となりました。

流動負債増加の主な要因は、コマーシャルペーパーの増加等によるものです。

固定負債増加の主な要因は、社債の増加等によるものです。

当第3四半期連結会計期間末の純資産は5,860億円で前連結会計年度末に比べ295億円、5.3％増となりました。
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(2) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(3) 従業員数

当第3四半期連結累計期間において、連結会社または提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

(4) 生産、受注及び販売の実績

当第3四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

(5) 主要な設備

当第3四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画の

著しい変更はありません。

 
3 【経営上の重要な契約等】

当第3四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第3 【提出会社の状況】

 

1 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 398,800,000

計 398,800,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第3四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2020年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年2月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 96,000,000 96,000,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
100株であります。

計 96,000,000 96,000,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2020年12月31日 ― 96,000,000 ― 70,175 ― 26,908
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(5) 【大株主の状況】

　　　当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第3四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」につきましては、株主名簿の記載内容が確認できず、記載する

ことができないことから、直前の基準日（2020年9月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2020年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 ― ―
2,949,200

完全議決権株式(その他)
普通株式

927,088 ―
92,708,800

単元未満株式
普通株式

― ―
342,000

発行済株式総数 96,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 927,088 ―
 

(注) 1　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10

個）含まれております。

2　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式123,000株

（議決権の数1,230個）が含まれております。

3　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式37株及び役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社

株式9株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2020年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本通運株式会社

東京都港区東新橋
一丁目9-3

2,949,200 ― 2,949,200 3.1

計 ― 2,949,200 ― 2,949,200 3.1
 

(注)　役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式123,009株は、上記自己保有株式には含まれておりません。

 

2 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第4 【経理の状況】

 

1 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

2 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3四半期連結会計期間(2020年10月1日から2020年12月

31日まで)及び第3四半期連結累計期間(2020年4月1日から2020年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、

EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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1 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 141,319 173,625

  受取手形 25,745 ※2  26,984

  売掛金 305,843 327,562

  たな卸資産 9,105 7,644

  その他 191,376 196,879

  貸倒引当金 △1,077 △1,387

  流動資産合計 672,312 731,308

 固定資産   

  有形固定資産   

   車両運搬具（純額） 50,655 53,013

   建物（純額） 252,066 270,625

   土地 198,667 196,670

   その他（純額） 113,041 131,515

   有形固定資産合計 614,431 651,824

  無形固定資産   

   のれん 2,644 4,906

   その他 71,852 78,172

   無形固定資産合計 74,496 83,079

  投資その他の資産   

   投資有価証券 89,422 88,922

   その他 68,316 68,019

   貸倒引当金 △942 △937

   投資その他の資産合計 156,796 156,004

  固定資産合計 845,724 890,908

 資産合計 1,518,037 1,622,217

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 5,599 ※2  6,509

  買掛金 162,287 152,089

  短期借入金 67,136 24,549

  未払法人税等 14,925 12,204

  賞与引当金 25,918 14,542

  その他の引当金 107 654

  その他 189,235 277,430

  流動負債合計 465,209 487,981

 固定負債   

  社債 100,000 140,000

  長期借入金 219,006 224,634

  その他の引当金 1,409 1,363

  退職給付に係る負債 133,134 132,841

  その他 42,770 49,365

  固定負債合計 496,320 548,204

 負債合計 961,530 1,036,185
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 70,175 70,175

  資本剰余金 22,637 22,637

  利益剰余金 461,499 491,180

  自己株式 △18,251 △18,266

  株主資本合計 536,060 565,726

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 29,573 30,351

  繰延ヘッジ損益 △124 △90

  為替換算調整勘定 △5,062 △10,467

  退職給付に係る調整累計額 △20,981 △17,074

  その他の包括利益累計額合計 3,404 2,719

 非支配株主持分 17,041 17,585

 純資産合計 556,506 586,031

負債純資産合計 1,518,037 1,622,217
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第3四半期連結累計期間
(自 2019年 4月 1日
　至 2019年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2020年 4月 1日
　至 2020年12月31日)

売上高 1,566,659 1,498,723

売上原価 1,439,315 1,365,173

売上総利益 127,344 133,550

販売費及び一般管理費 82,300 84,485

営業利益 45,044 49,064

営業外収益   

 受取利息 651 365

 受取配当金 2,945 2,696

 持分法による投資利益 993 －

 その他 4,204 4,756

 営業外収益合計 8,795 7,818

営業外費用   

 支払利息 2,083 2,152

 持分法による投資損失 － 77

 その他 1,217 1,796

 営業外費用合計 3,300 4,025

経常利益 50,539 52,856

特別利益   

 固定資産売却益 1,587 12,702

 投資有価証券売却益 2,115 8,395

 その他 13 41

 特別利益合計 3,716 21,139

特別損失   

 固定資産処分損 5,578 3,723

 その他 509 2,104

 特別損失合計 6,088 5,828

税金等調整前四半期純利益 48,167 68,168

法人税等 15,829 22,967

四半期純利益 32,338 45,200

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,059 1,096

親会社株主に帰属する四半期純利益 31,278 44,103
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【四半期連結包括利益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第3四半期連結累計期間
(自 2019年 4月 1日
　至 2019年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2020年 4月 1日
　至 2020年12月31日)

四半期純利益 32,338 45,200

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △395 781

 繰延ヘッジ損益 120 34

 為替換算調整勘定 △6,477 △5,370

 退職給付に係る調整額 19,434 4,111

 持分法適用会社に対する持分相当額 △89 △169

 その他の包括利益合計 12,592 △613

四半期包括利益 44,930 44,586

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 43,936 43,418

 非支配株主に係る四半期包括利益 993 1,167
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第3四半期連結累計期間
(自 2020年 4月 1日 至 2020年12月31日)

（税金費用の計算）

　　税金費用につきましては、当第3四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算す

る方法によっております。
 

　

(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症の影響について）

当第3四半期連結累計期間において、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した新型コロナウイルス感染症

の今後の拡大予測や収束時期等の会計上の見積りにおける仮定に重要な変更はありません。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

　1　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

保証先会社名
保証額(百万円)

種類前連結会計年度
(2020年3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

名古屋ユナイテッドコンテナ　　
ターミナル株式会社

75 46 借入保証

日通商事リーシングタイランド
株式会社

3,246 3,498 〃

日通商事シンガポール
株式会社

667 667 〃

日通商事Ｕ．Ｓ．Ａ．株式会社 4,714 9,371 〃

その他 894 839 〃

合計 9,597 14,424
 
 

 

 
※2 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につきましては、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第3四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が四半期連結会計期間末

残高に含まれております。　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:百万円）

 
前連結会計年度
(2020年 3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

受取手形 －  1,193 

支払手形 －  67  
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第3四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第3四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

 
　　　（単位：百万円）

 
前第3四半期連結累計期間
(自 2019年 4月 1日
至 2019年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2020年 4月 1日
至 2020年12月31日)

減価償却費 44,109 46,305 

のれんの償却額 914  577  
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(株主資本等関係)

前第3四半期連結累計期間(自　2019年4月1日　至　2019年12月31日)

 

1　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年 6月27日
定時株主総会

普通株式 8,042 85.00 2019年 3月31日 2019年 6月28日 利益剰余金

2019年10月31日
取締役会

普通株式 7,096 75.00 2019年 9月30日 2019年12月 3日 利益剰余金
 

（注）1　2019年6月27日定時株主総会決議による「配当金の総額」には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に

        対する配当金5百万円が含まれております。

　　　2　2019年10月31日取締役会決議による「配当金の総額」には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対す

        る配当金9百万円が含まれております。

 

2　基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期間の末日後とな

  るもの

　該当事項はありません。

 

3　株主資本の著しい変動

剰余金の配当

　　　「1　配当金支払額」に記載のとおりであります。

 

当第3四半期連結累計期間(自　2020年4月1日　至　2020年12月31日)

 

1　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年 6月26日
定時株主総会

普通株式 7,444 80.00 2020年 3月31日 2020年 6月29日 利益剰余金

2020年10月30日
取締役会

普通株式 6,978 75.00 2020年 9月30日 2020年12月 2日 利益剰余金
 

（注）1　2020年6月26日定時株主総会決議による「配当金の総額」には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に

        対する配当金9百万円が含まれております。

　　　2　2020年10月30日取締役会決議による「配当金の総額」には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対す

        る配当金9百万円が含まれております。

 

2　基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期間の末日後とな

  るもの

　該当事項はありません。

 

3　株主資本の著しい変動

剰余金の配当

　　　「1　配当金支払額」に記載のとおりであります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

1　前第3四半期連結累計期間(自 2019年4月1日 至 2019年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

ロジスティクス

日本 米州 欧州 東アジア
南アジア・
オセアニア

売上高      

 外部顧客への売上高 909,545 59,268 83,258 76,817 61,451

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

8,982 10,474 5,048 7,249 5,687

計 918,527 69,743 88,306 84,067 67,138

 セグメント利益又は
　損失（△）

32,403 2,665 1,645 2,461 2,430
 

 

 警備輸送
重量品
建設

物流
サポート

計
調整額
(注1)

四半期連結
損益計算書
計上額
（注2）

売上高       

 外部顧客への売上高 54,603 41,406 280,308 1,566,659 － 1,566,659

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

38 32 67,896 105,409 △105,409 －

計 54,641 41,438 348,205 1,672,068 △105,409 1,566,659

 セグメント利益又は
　損失（△）

△1,513 5,065 8,502 53,660 △8,615 45,044
 

(注) 1 セグメント利益又は損失の調整額△8,615百万円には、セグメント間取引消去△208百万円、各報

       告セグメントに配分していない全社費用△8,428百万円が含まれております。全社費用は、主に企

業イメージ広告に要した費用及び提出会社本社のグループ会社等管理部門に係る費用であります。

2 セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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2　当第3四半期連結累計期間(自 2020年4月1日 至 2020年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

ロジスティクス

日本 米州 欧州 東アジア
南アジア・
オセアニア

売上高      

 外部顧客への売上高 874,566 47,041 78,213 81,870 73,031

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

8,293 8,993 4,027 6,603 5,625

計 882,860 56,035 82,241 88,473 78,657

 セグメント利益又は
　損失（△）

35,297 △63 1,490 4,500 5,965
 

 

 警備輸送
重量品
建設

物流
サポート

計
調整額
(注1)

四半期連結
損益計算書
計上額
（注2）

売上高       

 外部顧客への売上高 51,734 36,302 255,962 1,498,723 － 1,498,723

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

59 36 65,509 99,149 △99,149 －

計 51,793 36,339 321,471 1,597,873 △99,149 1,498,723

 セグメント利益又は
　損失（△）

△603 4,242 8,471 59,301 △10,237 49,064
 

(注) 1 セグメント利益又は損失の調整額△10,237百万円には、セグメント間取引消去△147百万円、各報

　　　 告セグメントに配分していない全社費用△10,103百万円が含まれております。全社費用は、主に企

　　　 業イメージ広告に要した費用及び提出会社本社のグループ会社等管理部門に係る費用であります。

2 セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(1株当たり情報)

1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 

前第3四半期連結累計期間
(自 2019年 4月 1日
至 2019年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2020年 4月 1日
至 2020年12月31日)

1株当たり四半期純利益（円） 331.31 474.60

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 31,278 44,103

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

31,278 44,103

普通株式の期中平均株式数(千株) 94,408 92,927
 

(注) 1　潜在株式調整後1株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　2　役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式を、「1株当たり四半期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算に

        おいて控除する自己株式に含めております。なお、前第3四半期連結累計期間において信託が保有する期中平

        均自己株式数は86千株、当第3四半期連結累計期間においては123千株であります。
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(重要な後発事象)

（吸収分割の実施及び株式譲渡に関する決議並びに契約の締結）

当社は、2021年1月18日開催の取締役会において、当社完全子会社である日通商事株式会社（以下「日通商事」）

　 のリース事業を、2021年3月31日（予定）を効力発生日として、分割型吸収分割により分割準備会社（2021年1月15日

　 に当社の完全子会社として新たに設立された「日通リース＆ファイナンス株式会社（予定）」（以下「新設会

  社」））に承継（以下「本吸収分割」）させたうえで、同日を効力発生日として、新設会社の普通株式39,200株（議

  決権割合49％）を東京センチュリー株式会社（以下「東京センチュリー」）に譲渡し、かつ新設会社のA種優先株式

  1,600株（議決権割合2％）を損害保険ジャパン株式会社（以下「損保ジャパン」）に譲渡することを決議し、同日、

  日通商事及び新設会社において吸収分割契約を締結し、同日、当社において株式譲渡契約を締結いたしました。

 
　1.目的

  　 日通商事のリース事業は、日本通運グループのみならず官公庁・自治体を始めとした日本通運グループ外への取

　　引も多く、これまで培ってきた高い営業力と、信用力の高い優良顧客の強固な基盤を活かして、相応の規模感を持

　　ちながら堅実に成長してまいりました。

   　今回、本吸収分割と同日に締結された、新設会社の株式譲渡契約の相手方である東京センチュリーは、広範な顧

　　客基盤を有する「国内リース事業分野」、法人・個人向けオートリースにレンタカーを加えた「国内オート事業分

　　野」、航空機や不動産を中心に成長を牽引する「スペシャルティ事業分野」、世界30以上の国と地域に拠点網を有

　　する「国際事業分野」の4つの事業分野を確立しており、幅広い事業領域で社会課題の解決に貢献する独自の金融・

　　サービスを提供しております。

　　　日本通運グループ及び東京センチュリーの相互の顧客基盤、事業ノウハウ、拠点ネットワークの活用により

　　シナジーを発揮し、社会課題の解決と循環型経済社会の実現に貢献するものと考えています。

 
　2.概要

 　 (1) 本吸収分割の方法

    　日通商事を吸収分割会社、新設会社を吸収分割承継会社とする吸収分割であります。日通商事が有するリース事

　　 業における権利義務を承継します。

 
 　 (2) 本吸収分割に係る割当ての内容

    　新会社は当該吸収分割に際して、普通株式38,400株及びA種優先株式（累積非参加型の優先配当権及び1株につき

  　 1個の議決権を有する優先株式）1,600株を発行し、その全てを日通商事に割当てます。

 
 　(3) 本吸収分割及び関連手続の日程

日通リース＆ファイナンス株式会社（新設会社）設立 2021年1月15日

吸収分割承認取締役会（日通商事及び新設会社） 2021年1月18日

吸収分割契約締結（日通商事及び新設会社） 2021年1月18日

株式譲渡契約締結（当社及び東京センチュリー/損保ジャパン） 2021年1月18日

吸収分割承認臨時株主総会（日通商事及び新設会社） 2021年3月18日（予定）

吸収分割の効力発生 2021年3月31日（予定）

新設会社の株式譲渡 2021年3月31日（予定）
 

EDINET提出書類

日本通運株式会社(E04319)

四半期報告書

20/27



 

 
 (4) 本吸収分割の後の吸収分割承継会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の

       額、総資産の額及び事業の内容

商号 日通リース＆ファイナンス株式会社（予定）

本店の所在地 東京都港区海岸一丁目14番22号（予定）

代表者の氏名 日通商事株式会社及び東京センチュリー株式会社から1名ずつ選任する予定です。

資本金の額 1,000百万円（予定）

純資産の額 未定

総資産の額 未定

事業の内容 リース事業
 

 
（単独株式移転による持株会社設立）

　当社は2021年1月29日開催の取締役会において、株主総会での承認決議等所定の手続きを経た上で、2022年1月4日　

（予定）を効力発生日とする当社の単独株式移転（以下「本株式移転」といいます。）により、純粋持株会社（以下

　「持株会社」といいます。）を設立し、持株会社体制へ移行する方針を決定し、その準備を開始することを決議いた

　しました。

 
　1.本株式移転の目的

　 (1) 持株会社体制への移行検討の背景

      物流事業を取り巻く環境は、労働力不足や働き方改革関連法案の成立、デジタルトランスフォーメーションなど

    様々な変化への対応が急務であり、また海外においては競合であるメガフォワーダーがグローバル市場においてＭ

    ＆Ａ等を駆使して急速な事業の拡大と寡占化を進めているなど、厳しい経営環境にあります。

　このような経営環境の中、「日通グループ経営計画２０２３～ 非連続な成長“Dynamic Growth”～」にて掲げ

た長期ビジョン「グローバル市場で存在感を持つロジスティクスカンパニー」の実現のためには、中長期的な視点

でグループ経営を進化させ、企業グループとしての価値の最大化を目指すことが必要となります。

　上記のような背景のもと、グループ本社の再構築について検討してまいりましたが、グループ経営戦略機能と事

業推進機能を分離する持株会社体制への移行について決議いたしました。なお、本株式移転に関する事項が確定次

第、株式移転計画の決定に関する取締役会決議を行う予定であり、具体的な内容については決定次第お知らせいた

します。　

 
 (2) 持株会社体制への移行目的と移行により実現するグループ経営体制

  ① グループ経営の強化

　　 持株会社体制に移行することにより、持株会社はグループ経営に特化することが可能となり、グループの中長期

　 の方針の策定とその実現に向けグループ全体最適と企業グループとしての価値最大化を実現する資源の再配分と機

  能・制度設計を進め、グループの成長戦略を牽引いたします。加えて、グループ各社を支援しグループシナジーの

  創出を促すとともに、グループ各事業の最適化を進めます。事業会社は明確な責任と権限に基づき、グループ方針

  に沿ったスピーディな意思決定のもと、各社の役割に応じて事業を推進いたします。また、持株会社の支援のも

　 と、各社の事業部門は時代の変化に対応した専門性と競争力を高めることで顧客価値の向上に努め、企業グループ

  としての持続的な成長を実現します。これらを通じて企業グループとしての価値最大化を実現いたします。
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  ② 海外事業の更なる拡大を実現するグローバルガバナンス体制の強化

　　　 グループ経営機能を日本国内事業会社から明確に分離することで、日本国内事業にとらわれないグローバルなグ

    ループ経営機能を確立いたします。日本起点のグローバル事業の更なる成長を促すとともに成長領域である海外事

    業に経営資源の更なる配分を進め、海外起点のビジネスの拡大を目指します。持株会社と海外地域の中心となる地

    域統括会社との連携によりグローバル事業の成長を支えるための統制機能を強化し、グローバルガバナンス体制を

    確立いたします。

 
　  ③グループ経営管理体制の高度化

　 持株会社は、グループ各事業の最適化や高度化を進めるために、グループの各事業の「可視化」を進め、迅速か

　つ正確な経営判断ができる経営管理体制を構築します。また、顧客起点のグループ全体最適とグループシナジーに

　よる顧客価値の向上を実現するために、これまでの各社・各組織の売上・利益等の指標だけではなく、全体最適を

　促すＫＰＩを導入し評価できる仕組みを構築するとともに、マーケティングの推進や顧客ニーズ等の情報をグルー

　プで共有してこれまで以上に活用し、グループワンストップ・アカウントマネジメント体制を強化するとともに、

　各事業において新たなサービスを創出する体制を整備いたします。これらを可能とするグループデータベースの構

　築を事業のデジタル化とともに加速させます。

 
(3) 持株会社体制移行後の持株会社体制

　持株会社体制への移行により、これまで事業持株会社であった日本通運は引き続き中核事業会社であることは変わ

りませんが、日本国内ロジスティクス事業及び日本起点のグローバル事業を牽引する役割が中心となります。海外ロ

ジスティクス事業は、海外各地域統括会社が、グローバル本社機能を有する持株会社と連携しながら牽引いたしま

す。物流サポート事業会社は、グループ内向けサービスの機能会社とお客様向け物流関連サービスを提供する物流

サポート事業会社に役割を整理し、ロジスティクスに新たな価値を付加する事業を展開し、物流の高度化を推進いた

します。なお、グループ体制の詳細は現在検討中であり、決定次第お知らせいたします。

 
　2.本株式移転の概要

 (1) 本株式移転の方式

   当社を株式移転完全子会社、持株会社を株式移転設立完全親会社とする単独株式移転です。これにより当社株式

 は上場廃止となりますが、当社の株主の皆様に新たに交付される持株会社の株式につきましては、株式会社東京証

 券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）市場第一部に新規上場（テクニカル上場）の申請を行うことを

 予定しておりますので、実質的に株式の上場を維持する方針です。上場日は東京証券取引所の審査によりますが、

 本株式移転の効力発生日である2022年1月4日を予定しております。

 
 (2) 本株式移転に関する日程と持株会社体制への移行スケジュール

　 株式移転計画承認取締役会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2021年 4月下旬

　 株式移転承認定時株主総会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2021年 6月下旬

　　当社株式上場廃止日（予定）　　　　　　　　　　　　　　　　　　2021年12月29日

　　持株会社設立登記日（本株式移転の効力発生予定日）　　　　　　　2022年 1月 4日　

　　持株会社株式上場日（予定）　　　　　　　　　　　　　　　　　　2022年 1月 4日

 
  (3) その他

　　本株式移転に係る割当の内容（株式移転比率）、設立する持株会社の商号及び体制、その他詳細事項につきまし

　ては、今後決定次第、速やかにお知らせいたします。

 
　3.会計処理の概要

本株式移転は、会計上の「共通支配下の取引」に該当するため、損益への影響はありません。
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（自己株式の取得）

当社は、2021年1月29日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法

  第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。　

 
 1. 自己株式の取得を行う理由

     株主への利益還元と資本効率の向上を図るため。

 
 2. 取得に係る事項の内容

    (1) 取得対象株式の種類　　　　当社普通株式

    (2) 取得し得る株式の総数　　　2,000千株（上限とする）

  (3) 株式の取得価額の総額　　　100億円 (上限)

  (4) 取得期間　　　　　　　　　2021年2月1日～2021年3月24日

  (5) 取得方法　　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付
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2 【その他】

中間配当

2020年10月30日開催の取締役会において、2020年9月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または質

権者に対し、次のとおり中間配当を行う旨を決議いたしました。

（1）中間配当金（1株につき）                                    75円00銭

（2）中間配当金総額　　　　　　　　　　　　　　　　       　 6,978百万円

（3）支払請求権の効力発生日並びに支払開始日　　　　     　 2020年12月2日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2021年2月12日

日本通運株式会社

取　締　役　会 　 御　中

 

EY新日本有限責任監査法人

　東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　　島   康　　晴 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小   川   伊 智 郎 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 安   永   千 　 尋 印

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本通運株式会社

の2020年4月1日から2021年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間(2020年10月1日から2020年12月31日ま

で)及び第3四半期連結累計期間(2020年4月1日から2020年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本通運株式会社及び連結子会社の2020年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以 上

 
 

 

(注) 1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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